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１ 令和元年度下半期の財政状況 （令和元年 10 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日） 

（１） 収入および支出の概況（一般会計） 

① 歳 入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33億8,342万円

25億9,973万円

12億9,891万円

10億2,954万円

5億6,607万円

4億672万円

2,587万円

8,658万円

1億2,867万円

6,915万円

4 億2,496万円

33億8,342万円

26億1,992万円

12億827万円

7億4,358万円

6,550万円

4億672万円

2,562万円

8,658万円

1 億2,867万円

7,489万円

5 億3,795万円
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② 歳 出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,996万円

13億5,733万円

34億6,046万円

7億2,249万円

286万円

2億5,085万円

13億3,555万円

4億6,187万円

11億4,086万円

10億7,973万円

1億763万円

9,913万円

11億7,668万円

28億8,396万円

6億7,944万円

186万円

1億7,796万円

5億4,259万円

3億9,755万円

9億5,186万円

10億7,953万円

9,019万円
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（２） 住民の負担の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 特別会計の経理の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

予算現額 A

うち下半期
うち

下半期

うち

下半期

うち

下半期

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計 2,478,129 2,317,294 1,356,620 93.5 54.7 2,408,448 1,528,432 97.2 61.7

奨学 資金 貸付 事業

特 別 会 計 19,986 17,456 8,446 87.3 42.2 12,270 3,168 61.4 15.9

公 共 下 水 道 事 業

特 別 会 計 1,056,836 163,463 85,270 15.5 8.1 1,015,107 607,343 96.1 57.5

農業 集落 排水 事業

特 別 会 計 145,738 30,896 14,600 21.2 10.0 99,706 50,597 68.4 34.7

介 護 保 険

特 別 会 計 2,256,719 1,822,203 916,403 80.7 40.6 2,006,527 1,138,306 88.9 50.4

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計 199,965 190,476 121,583 95.3 60.8 196,288 127,770 98.2 63.9

合 計 6,157,373 4,541,788 2,502,922 73.8 40.6 5,738,346 3,455,616 93.2 56.1

注1　出納整理期間(令和2年4月1日から5月31日まで)の収入額は含みません。

執行率 C/A支出済額 C
会 計

収入率 B/A収入済額 B

（単位：千円、％）

6月 9月 12月 2/5専決 3月 3/31専決

国 民 健 康 保 険 （1号） （2号） （3号） （4号）

特 別 会 計 2,381,197 13,551 1,078 71,927 10,376 2,478,129

奨学 資金 貸付 事業 （1号） （2号） （3号）

特 別 会 計 20,181 △ 4,137 3,103 839 19,986

公 共 下 水 道 事 業 （1号） （2号） （3号） （4号）

特 別 会 計 1,059,739 2,098 2,404 △ 7,405 0 1,056,836

農業 集落 排水 事業 （1号） （2号） （3号）

特 別 会 計 156,765 △ 2,465 940 △ 9,502 145,738

介 護 保 険 （1号） （2号） （3号） （4号）

特 別 会 計 2,285,419 1,230 80,495 447 △ 110,872 2,256,719

後 期 高 齢 者 医 療 （1号） （2号）

特 別 会 計 187,655 11,226 1,084 199,965

合 計 6,090,956 1,230 100,768 4,869 0 △ 51,665 11,215 6,157,373

会 計 当初予算
現年予算
（最終）

補正予算

24億7,813万円

1,999円

10億5,684万円

1億4,574万円

22億5,672万円

1億9,997万円

23億1,729万円

1,746万円

1億6,346万円

3,090万円

18億2,220万円

1億9,048万円

24億845万円

1,227万円

10億1,511万円

9,971万円

20億653万円

1億9,629万円
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（４） 財産の現在高 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（５） 公債の現在高 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 一時借入金の現在高 
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２ 財政の動向 

 (1) 令和元年度 一般会計補正予算の状況 

     当初予算 9,686,100千円に 6回の補正を行ない、最終予算は 282,513千円（2.8％）増の 9,968,613千円となりました。 

① 歳 入 
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② 歳 出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 各補正予算のおもな内容 

 

 

 

 

1号 （6月） 除雪用車両購入費等の増 4号 （2/5専決） 除雪作業委託料の増

2号 （9月） 町道整備工事費等の増 5号 （3月） 年間必要経費の調整

3号 （12月） 子どものための教育・保育給付費の増 6号 （3/31専決） 年間経費精査に伴う予算調整
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 (２) 令和元年度 特別会計補正予算の状況 
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(３) 令和 2 年度 当初予算編成の状況 

ア 予算編成の基本方針 

これまでのインフラ整備等による地方債の借入残高は全会計で約 163億円あり、その償還費が財政を圧迫しています。さらに今後は、施設の

維持管理や老朽化に係る経費など、さまざまな経費の増大が見込まれます。 

このような状況の中、合併の特例により措置されている普通交付税の合併算定替分が平成 28年度から令和 3年度までの 6年間で段階的に

減額することから、臨時的経費のみならず経常的経費の削減を図り、持続可能な財政基盤を構築する必要があります。 

そのため、税収などの歳入確保に最大限努めるとともに、事務事業の見直しを行い、費用対効果を十分考慮し、経費の削減と限られた財源の重

点的かつ効果的な配分に努めます。 

 

イ 予算規模 

① 一般会計 

前年度比 5.0％増の 101億 7,470万円となりました。 

 

 

② 特別会計 

国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及び後期高齢者

医療特別会計において予算規模が拡大し、前年度比 2.7％増

の 62億 5,844万円となりました。 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

令和2年度 令和元年度

当初予算 当初予算 増減額 増減率

10,174,700 9,686,100 488,600 5.0

6,258,435 6,090,956 167,479 2.7

国 民 健 康 保 険 2,531,946 2,381,197 150,749 6.3

奨学資金貸付事業 16,801 20,181 △ 3,380 △ 16.7

公 共下 水道 事業 1,049,448 1,059,739 △ 10,291 △ 1.0

農業集落排水事業 131,323 156,765 △ 25,442 △ 16.2

介 護 保 険 2,315,984 2,285,419 30,565 1.3

後 期高 齢者 医療 212,933 187,655 25,278 13.5

16,433,135 15,777,056 656,079 4.2合 計

比 較

一 般 会 計

科 目

特 別 会 計
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 町 税 

自主財源のうち最も金額が大きく、重要な収入です。町民税個人分やた

ばこ税の増等により、前年度比 0.6％増の見込みです。 

 分担金及び負担金 

学校給食費無償化事業の実施に伴う給食費負担金の減等により、前年

度比△3.0％減の見込みです。 

 繰入金 

公共施設整備基金からの繰り入れの増により、前年度比 0.3％増の見

込みです。 

 

 

 地方消費税交付金 

交付見込額の増により、前年度比 37.6％増の見込みです。 

 地方交付税 

普通交付税は合併算定替の段階的縮減、震災復興特別交付税は対象事

業費減により減額の見込みです。 

地方交付税総額では、前年度比△0.7％減の見込みです。 

 国庫支出金 

子どものための教育・保育給付交付金及び保育所等整備交付金等の増

により、前年度比 28.1％増の見込みです。 

 県支出金 

子どものための教育・保育給付交付金及び子育てのための施設等利用

給付交付金等の増により、前年度比 2.5％増の見込みです。 

 町 債 

百石漁港改修事業費等の減により、前年度比△7.2％減の見込みです。 

ウ 一般会計の内訳 

① 歳 入 

 

 

  

自主財源 

依存財源 
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② 歳 出 

 

 

 

義務的経費 

投資的経費 

 人件費 

人事委員会勧告を受けた給与改定等により、前年度を上回っています。 

 扶助費 

子どものための教育・保育給付費や子育てのための施設等利用給付費

の増により、前年度を上回っています。 

 公債費 

地方債の新規借入分の増により、元利償還金が増となり、前年度を上

回っています。 

 

 

 普通建設事業 

補助事業 

児童福祉施設整備事業等の増により、前年度を上回っています。 

単独事業 

百石中学校外構工事費、町道整備工事費の増により、前年度を上回っ

ています。 

 

 

 物件費 

備品購入費（職員用パソコン）等の減により、前年度を下回っています。 

 積立金 

公共施設整備基金積立金等の増により、前年度を上回っています。 

 繰出金 

介護保険特別会計繰出金の増等により、前年度を上回っています。 

その他の経費 


